
共同利用・共同研究拠点制度の概要

○個々の大学の枠を越えて、研究設備や資料・データ等を全国の研究者が活用して、
共同研究を行うシステムは、我が国の学術研究の発展にこれまで大きく貢献。

○こうした共同研究システムは、従来、国立大学の附置研究所や研究センター、大
学共同利用機関等を中心に推進されてきたが、我が国全体の学術研究の更なる発
展を図るには、国公私立大学を問わず大学の研究ポテンシャルを活用して、研究
者が共同で研究を行う体制を整備することが重要。

○このため、平成２０年７月に、学校教育法施行規則の改正等により、国公私立大
学を通じたシステムとして、新たに文部科学大臣が大学の附置研究所等を共同研
究の拠点として認定する制度（共同利用・共同研究拠点）を創設。

※学校教育法施行規則第143条の3

※共同利用・共同研究拠点の認定等に関する規程（平成20年文部科学省告示第133号）

創設の趣旨等

我が国の学術研究の基盤強化と新たな学術研究の展開本制度の創設

当該研究分野の
研究者コミュニ
ティから、拠点
化の要望国公私立大学

○○研究所 要望

学長が
申請

拠点として認定

科学技術・学術審議会
学術分科会

研究環境基盤部会
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専門的意見を
聴取

研究者コミュニティ

制度の概念

・国立大学の全国共同利用型の附置研究所等において
行われてきた共同研究のシステムを、公私立大学に
も拡大。

・これまで全国共同利用型の附置研究所等は、一分野
につき一拠点の設置を原則としてきたが、分野の特
性に応じて複数設置することも可能に。

・従来の全国共同利用型の附置研究所等は、単独の組
織単位で認められてきたが、複数の研究所から構成
されるネットワーク型の拠点形成も可能に。

・学校教育法施行規則第143条の3において、拠点の制
度的位置付けを明確化。

研究者コミュニティ

ネットワーク型

同一分野に複数拠点
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（中核機関）

Ｃ大学
研究所

制度の特徴

資料２－１
科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会

共同利用・共同研究拠点に関する作業部会（第6期－第1回）
H24.3.7

○共同利用・共同研究拠点に認定された国立大学の研究施設については、教育研究
上の基本組織として、国立大学法人中期目標の別表に位置付け。
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学校教育法施行規則（平成２０年７月３１日公布・施行） 

 

第百四十三条の三 大学には、学校教育法第九十六条の規定により大学

に附置される研究施設として、大学の教員その他の者で当該研究施設

の目的たる研究と同一の分野の研究に従事する者に利用させるものを

置くことができる。 

２ 前項の研究施設のうち学術研究の発展に特に資するものは、共同利

用・共同研究拠点として文部科学大臣の認定を受けることができる。 

 

 

 

 

※共同利用・共同研究拠点の認定等に関する規程（文部科学省告示第１

３３号）を、学校教育法施行規則と同日付で公布・施行。 

 

※第百四十三条の二には、教育関係共同利用拠点に関する規程が設けら

れている。 

（参考）学校教育法（昭和二十二年三月三十一日法律第二十六号） 
第九十六条 大学には、研究所その他の研究施設を附置することができる。
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共同利用・共同研究拠点の認定等に関する規程 

 

（趣旨） 

第一条 学校教育法施行規則（以下「規則」という。）第百四十三条の二第二項の規

定に基づく共同利用・共同研究拠点の認定その他の共同利用・共同研究拠点に関す

る事項については、この規程の定めるところによる。 

（定義） 

第二条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

一 申請施設 共同利用・共同研究拠点の認定を受けようとする研究施設をいう。 

二 関連研究者 研究施設を置く大学の職員以外の者で、当該研究施設の目的たる

研究と同一の分野の研究に従事する者をいう。 

三 共同利用・共同研究 大学に置かれた研究施設を利用して行われる研究であっ

て、募集により関連研究者が参加して行われるものをいう。 

（認定の基準） 

第三条 規則第百四十三条の二第二項に規定する共同利用・共同研究拠点（以下「拠

点」という。）の認定の基準は次のとおりとする。 

 一 申請施設が、大学の学則その他これに準ずるものに記載されていること。 

 二 申請施設が、研究実績、研究水準、研究環境等に照らし、当該申請施設の目的

たる研究の分野における中核的な研究施設であると認められること。 

 三 共同利用・共同研究に必要な施設、設備及び資料等を備えていること。 

 四 共同利用・共同研究の実施に関する重要事項であって、申請施設の長が必要

と認めるものについて、当該申請施設の長の諮問に応じる機関として、次に掲

げる委員で組織する運営委員会等を置き、イの委員の数が運営委員会等の委員

の総数の二分の一以下であること。 

  イ 当該申請施設の職員 

  ロ 関連研究者 

  ハ その他当該申請施設の長が必要と認める者 

- 3 -



 五 共同利用・共同研究の課題等を広く全国の関連研究者から募集し、関連研究

者その他の申請施設の職員以外の者の委員の数が委員の総数の二分の一以上で

ある組織の議を経て採択を行っていること。 

 六 共同利用・共同研究に参加する関連研究者に対し、申請施設の利用に関する

技術的支援、必要な情報の提供その他の支援を行うために必要な体制を整備し

ていること。 

 七 全国の関連研究者に対し、共同利用・共同研究への参加の方法、利用可能な

施設、設備及び資料等の状況、申請施設における研究の成果その他の共同利用・

共同研究への参加に関する情報の提供を広く行っていること。 

 八 共同利用・共同研究に多数の関連研究者が参加することが見込まれること。 

 九 多数の関連研究者から申請施設を拠点として認定するよう要請があること。 

（認定の申請） 

第四条 申請施設を置く大学の学長は、申請書に次に掲げる書類を添えて、文部科学

大臣に申請するものとする。 

 一 拠点の認定を受ける趣旨及び必要性を説明する書類 

 二 学則その他これに準ずるもので申請施設の設置を記載しているものの写し 

 三 申請施設の名称、目的、所在地その他の概要を説明する書類 

 四 申請施設の施設、設備及び資料等の状況を説明する書類 

 五 運営委員会等の規則の写し及び名簿 

 六 共同利用・共同研究の募集及び採択の方法を説明する書類 

 七 共同利用・共同研究に参加する関連研究者への支援の体制を説明する書類 

 八 関連研究者に対する情報提供の内容及び方法を説明する書類 

 九 関連研究者からの申請施設を拠点として認定すべき旨の要請を証する書類 

 十 その他第三条に規定する基準に適合することを説明する書類 

（認定の手続） 

第五条 文部科学大臣は、前条の申請があった場合には、当該申請に係る認定をする

かどうかを決定し、当該申請をした大学の学長に対し、速やかにその結果を通知す
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るものとする。 

２ 文部科学大臣は、前項の認定を行う場合において、その有効期間を定めるものと

する。 

（変更及び廃止等の届出） 

第六条 拠点の認定を受けた研究施設を置く大学の学長（以下「学長」という。）は、

次に掲げる場合には、あらかじめ、その旨を文部科学大臣に届け出るものとする。 

一 当該研究施設の名称、目的又は所在地を変更しようとするとき。 

二 運営委員会等の規則を変更しようとするとき。 

三 当該研究施設を廃止しようとするとき。 

四 当該研究施設を共同利用・共同研究の用に供することをやめようとするとき。 

（文部科学大臣への報告等） 

第七条 学長は、毎年度、当該年度における共同利用・共同研究の実施計画を定め、

当該年度の開始前に、文部科学大臣に提出するものとする。 

２ 学長は、毎年度終了後三月以内に、当該年度における共同利用・共同研究の実施

状況を取りまとめ、文部科学大臣に提出するものとする。 

（認定の取消し） 

第八条 文部科学大臣は、拠点が第三条に規定する基準に適合しなくなったと認める

ときは、認定を取り消すことができる。 

（認定等の公表） 

第九条 文部科学大臣は、拠点の認定をし、若しくはこれを取り消し、又は第六条第

三号の届出を受けたときは、インターネットの利用その他適切な方法により、その

旨を公表するものとする。 

 

 附 則 

 この告示は、学校教育法施行規則の一部を改正する省令（平成二十年文部科学省

令第二十二号）の施行の日から実施する。 
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